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１ 民法・公証人法〔公正証書遺言の改正〕 

 

民法 

（公正証書遺言） 

第九百六十九条 公正証書によって遺言をするには、次に掲げる方式に従わなければならない。 

一 証人二人以上の立会いがあること。 

二 遺言者が遺言の趣旨を公証人に口授すること。 

２ 前項の公正証書は、公証人法（明治四十一年法律第五十三号）の定めるところにより作成す

るものとする。 

３ 第一項第一号の証人については、公証人法第三十条に規定する証人とみなして、同法の規定

（同法第三十五条第三項の規定を除く。）を適用する。 

 

公証人法 

（嘱託の方法等） 

第二十八条 嘱託人は、公正証書の作成を嘱託する場合には、法務省令で定めるところにより、

公証人に対し、官公署の作成した印鑑に関する証明書又は署名用電子証明書等（電子署名等に係

る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成十四年法律第百五十三号）第三

条第一項に規定する署名用電子証明書その他の電磁的記録であって法務省令で定めるものをいう。

第三十二条第三項において同じ。）を提供する方法その他の法務省令で定める方法により、嘱託人

が本人であることを明らかにしなければならない。 

（書面又は電磁的記録による公正証書の作成） 

第三十六条 公証人は、第二十八条又は第三十二条の規定による嘱託があった場合には、次の各

号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定めるものをもって公正証書を作成するものとする。 

一 次号に掲げる場合以外の場合 電磁的記録 

二 電磁的記録をもって公正証書を作成することにつき困難な事情がある場合 書面 

（公正証書の記載又は記録の方法） 

第三十七条 公証人は、公正証書を作成するには、その聴取した陳述、その目撃した状況その他

の自己の実験した事実及びその実験の方法を記載し、又は記録しなければならない。 

２ 公証人は、嘱託人からの申出があり、かつ、当該申出を相当と認めるときは、法務省令で定

めるところにより、公証人及び列席者（嘱託人（公証人が通訳人に通訳をさせ、又は証人を立ち

会わせた場合にあっては、嘱託人及び当該通訳人又は当該証人）をいう。第四十条第一項、第三

項及び第五項、第五十二条第二項並びに第五十三条第四項において同じ。）が映像と音声の送受信

により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができる方法によって、前項の事実の実

験を行うことができる。ただし、当該申出をした嘱託人以外に他の嘱託人がある場合にあっては、

当該他の嘱託人に異議がないときに限る。 
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３ 前項の規定は、民法（明治二十九年法律第八十九号）第四百六十五条の六第一項（同法第四

百六十五条の八第一項において準用する場合を含む。）の公正証書を作成する場合については、適

用しない。 

（公正証書の記載又は記録事項） 

第三十八条 公正証書には、前条第一項の規定により記載し、又は記録すべき事項のほか、次に

掲げる事項を記載し、又は記録しなければならない。 

一 公正証書の番号 

二 嘱託人の住所及び氏名（嘱託人が法人であるときにあっては、その名称） 

三 代理人によって嘱託されたときは、その旨及び当該代理人の氏名又は名称 

四 公正証書の作成に当たり通訳人に通訳をさせ、又は証人を立ち会わせたときは、その旨及び

その事由（第三十一条に規定する方法により通訳人に通訳をさせ、又は証人を立ち会わせたとき

にあっては、その旨及びその事由を含む。）並びにこれらの者の氏名 

五 作成の年月日 

六 その他法務省令で定める事項 

（添付書面等の引用） 

第三十九条 公証人は、法務省令で定めるところにより、公正証書に他の書面又は電磁的記録を

引用し、かつ、これを添付することができる。 

（公正証書の記載又は記録の正確なことの承認等） 

第四十条 公証人は、その作成した公正証書を、列席者に読み聞かせ、又は閲覧させ、列席者か

らその記載又は記録の正確なことの承認を得なければならない。 

２ 公証人は、公正証書の作成に当たり通訳人に通訳をさせたときは、当該通訳人に公正証書の

趣旨を通訳させて、前項の承認を得なければならない。 

３ 公証人は、嘱託人からの申出があり、かつ、当該申出を相当と認めるときは、法務省令で定

めるところにより、公証人及び列席者が映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しな

がら通話をすることができる方法によって、前二項に規定する行為をし、又はこれをさせること

ができる。ただし、当該申出をした嘱託人以外に他の嘱託人がある場合にあっては、当該他の嘱

託人に異議がないときに限る。 

４ 公証人は、第一項の承認を得たときは、その旨（第二項の規定により通訳人に通訳をさせた

場合にあっては、その旨を含む。）を公正証書に記載し、又は記録し、かつ、当該公正証書につい

て、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める措置を講じなければならない。 

一 電磁的記録をもって公正証書を作成する場合 当該公正証書が指定公証人の作成に係るもの

であることを示すために講ずる措置であって、当該公正証書が改変されているかどうかを確認す

ることができる等当該指定公証人の作成に係るものであることを確実に示すことができるものと

して法務省令で定めるもの 

二 書面をもって公正証書を作成する場合 署名及び第二十一条第一項の印鑑による押印 
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５ 列席者は、第一項の承認をしたときは、前項の公正証書について、署名又はこれに代わる措

置として法務省令で定めるものを講じなければならない。 
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２ 建物の区分所有等に関する法律〔主に議決要件の改正〕 

 

建物の区分所有等に関する法律 

（規約の設定、変更及び廃止） 

第三十一条 規約の設定、変更又は廃止は、集会において、区分所有者（議決権を有しないもの

を除く。以下この項前段において同じ。）の過半数（これを上回る割合を規約で定めた場合にあつ

ては、その割合以上）の者であつて議決権の過半数（これを上回る割合を規約で定めた場合にあ

つては、その割合以上）を有するものが出席し、出席した区分所有者及びその議決権の各四分の

三以上の多数による決議によつてする。この場合において、規約の設定、変更又は廃止が一部の

区分所有者の権利に特別の影響を及ぼすべきときは、その承諾を得なければならない。 

２ 前条第二項に規定する事項についての区分所有者全員の規約の設定、変更又は廃止は、当該

一部共用部分を共用すべき区分所有者（議決権を有しないものを除く。）の四分の一を超える者又

はその議決権の四分の一を超える議決権を有する者が反対したときは、することができない。 

（所在等不明区分所有者の除外） 

第三十八条の二 裁判所は、区分所有者を知ることができず、又はその所在を知ることができな

いときは、当該区分所有者（次項において「所在等不明区分所有者」という。）以外の区分所有者

（以下この項及び第三項において「一般区分所有者」という。）又は管理者の請求により、一般区

分所有者による集会の決議をすることができる旨の裁判をすることができる。 

２ 前項の裁判により所在等不明区分所有者であるとされた者は、前条の規定にかかわらず、集

会における議決権（当該裁判に係る建物が滅失したときは、当該建物に係る敷地利用権を有する

者又は当該建物の附属施設（これに関する権利を含む。）の共有持分を有する者が開く集会におけ

る議決権）を有しない。 

３ 一般区分所有者の請求により第一項の裁判があつたときは、当該一般区分所有者は、遅滞な

く、管理者にその旨を通知しなければならない。ただし、管理者がないときは、その旨を建物内

の見やすい場所に掲示しなければならない。 

（議事） 

第三十九条 集会の議事は、この法律又は規約に別段の定めがない限り、出席した区分所有者（議

決権を有しないものを除く。）及びその議決権の各過半数で決する。 

２ 議決権は、書面又は代理人によつても行使することができる。この場合において、書面又は

代理人によつて議決権を行使した区分所有者の数は出席した区分所有者の数に、当該議決権の数

は出席した区分所有者の議決権の数に、それぞれ算入する。 

３ 区分所有者は、規約又は集会の決議により、前項の規定による書面による議決権の行使に代

えて、電磁的方法によつて議決権を行使することができる。この場合においては、電磁的方法に

よる議決権の行使を書面による議決権の行使とみなして、同項後段の規定を適用する。 
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３ 所有不動産記録証明書の制度 

 

不動産登記法 

（所有不動産記録証明書の交付等） 

第百十九条の二 何人も、登記官に対し、手数料を納付して、自らが所有権の登記名義人（これ

に準ずる者として法務省令で定めるものを含む。）として記録されている不動産に係る登記記録に

記録されている事項のうち法務省令で定めるもの（記録がないときは、その旨）を証明した書面

（以下この条において「所有不動産記録証明書」という。）の交付を請求することができる。 

２ 相続人その他の一般承継人は、登記官に対し、手数料を納付して、被承継人に係る所有不動

産記録証明書の交付を請求することができる。 

３ 前二項の交付の請求は、法務大臣の指定する登記所の登記官に対し、法務省令で定めるとこ

ろにより、することができる。 

４ 前条第三項及び第四項の規定は、所有不動産記録証明書の手数料について準用する。 

 

不動産登記規則 

（所有不動産記録証明書の交付の請求情報等） 

第百九十五条 所有不動産記録証明書の交付の請求をするときは、次に掲げる事項を内容とする

情報を提供しなければならない。 

一 請求人の氏名又は名称、住所及び連絡先 

二 請求人が法人であるときは、その代表者の氏名 

三 代理人によって請求するときは、当該代理人の氏名又は名称、住所及び連絡先並びに代理人

が法人であるときはその代表者の氏名 

四 請求に係る不動産の所有権の登記名義人と請求人との関係 

五 請求に係る不動産の登記記録を検索するために必要な所有権の登記名義人の氏名又は名称及

び住所 

六 請求に係る書面の通数 

七 送付の方法により所有不動産記録証明書の交付の請求をするときは、その旨及び送付先の住

所 

２ 次の各号に掲げる者が所有権の登記名義人として記録されている不動産に係る所有不動産記

録証明書の交付の請求をする場合には、前項第五号に定める事項に加え、当該不動産の登記記録

を検索するために必要な事項として、当該各号に定める事項を内容とする情報を提供することが

できる。 

一 日本の国籍を有しない者 氏名の表音をローマ字で表示したもの 

二 会社法人等番号を有する法人 会社法人等番号 

３ 第一項各号に掲げる事項及び前項各号に定める事項を内容とする情報は、請求に係る不動産
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の所有権の登記名義人ごとに作成して提供しなければならない。 

４ 第一項の請求をする場合には、次に掲げる情報を同項各号に掲げる事項を内容とする情報と

併せて登記所に提供しなければならない。 

一 請求人が請求書又は委任状に記名押印した場合におけるその印鑑に関する証明書（住所地の

市町村長（特別区の区長を含むものとし、地方自治法第二百五十二条の十九第一項の指定都市に

あっては、市長又は区長若しくは総合区長とする。）又は登記官が作成するものに限る。）その他

の請求人となるべき者が請求をしていることを証する情報 

二 請求人が法人であるときは、当該法人の代表者の資格を証する情報 

三 代理人によって請求をするとき（支配人等が法人を代理して第一項の請求をする場合におい

て、当該法人の会社法人等番号を提供したときを除く。）は、当該代理人の権限を証する情報 

四 請求人が請求に係る不動産の所有権の登記名義人でないときは、請求人が当該不動産の所有

権の登記名義人の相続人その他の一般承継人であることを証する市町村長、登記官その他の公務

員が職務上作成した情報（公務員が職務上作成した情報がない場合にあっては、これに代わるべ

き情報） 

五 第一項第五号に掲げる情報として提供された氏名又は名称及び住所（第一項第一号に掲げる

情報として提供されたものと異なる場合に限る。）が請求人（前号の場合にあっては、請求人の被

承継人）の氏名又は名称及び住所であること（氏名又は名称及び住所に変更があった場合にあっ

ては、変更前の氏名又は名称及び住所を含む。）を証する市町村長その他の公務員が職務上作成し

た情報（公務員が職務上作成した情報がない場合にあっては、これに代わるべき情報） 

５ 前項第一号の規定は、請求人が同号の情報が記載された書面（印鑑に関する証明書を除く。）

を登記官に提示した場合には、適用しない。この場合において、登記官から求めがあったときは、

当該書面又はその写しを登記官に提出しなければならない。 

６ 請求人が法人である場合において、当該法人の会社法人等番号を提供したときは、当該会社

法人等番号の提供をもって、第四項第二号に掲げる情報の提供に代えることができる。 

７ 法人である代理人によって第一項の請求をする場合において、当該代理人の会社法人等番号

を提供したときは、当該代理人の代表者の資格を証する情報を提供することを要しない。 

８ 法第百十九条の二第二項の規定により請求人が所有不動産記録証明書の交付の請求をする場

合において、請求人が所有権の登記名義人の相続人その他の一般承継人であることを証する市町

村長、登記官その他の公務員が職務上作成した情報に関して法定相続情報一覧図の写し若しくは

法定相続情報番号又は戸籍電子証明書提供用識別符号若しくは除籍電子証明書提供用識別符号を

提供したときは、当該法定相続情報一覧図の写し若しくは当該法定相続情報番号又は当該戸籍電

子証明書提供用識別符号若しくは当該除籍電子証明書提供用識別符号の提供をもって、第四項第

四号に掲げる情報の提供に代えることができる。ただし、法定相続情報番号を提供する場合又は

戸籍電子証明書提供用識別符号若しくは除籍電子証明書提供用識別符号を提供する場合にあって

は、登記官が法定相続情報を確認することができるとき又は戸籍若しくは除かれた戸籍に記録さ
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れた事項を内容とする情報を確認することができるときに限る。 

（所有不動産記録証明書の交付の請求の方法等） 

第百九十五条の二 所有不動産記録証明書の交付の請求は、前条第一項各号に掲げる事項及び同

条第二項各号に定める事項を内容とする情報を記載した書面並びに同条第四項各号に掲げる情報

を記載した書面を登記所に提出する方法によりしなければならない。 

２ 所有不動産記録証明書の交付の請求は、前項の方法のほか、法務大臣の定めるところにより、

前条第一項各号に掲げる事項及び同条第二項各号に定める事項を内容とする情報並びに同条第四

項各号に掲げる情報を電子情報処理組織を使用して登記所に提供する方法によりすることができ

る。この場合において、所有不動産記録証明書を登記所で受領しようとするときは、その旨の情

報を提供しなければならない。 

（添付書面の原本の還付請求） 

第百九十五条の三 第五十五条の規定は、前条第一項の規定により第百九十五条第四項各号に掲

げる情報が記載された書面を提出した請求人について準用する。 

（電子情報処理組織による請求における添付情報の特例） 

第百九十五条の四 第百九十五条の二第二項前段の規定により所有不動産記録証明書の交付の請

求をする場合において、請求人が第百九十五条第一項各号に掲げる事項及び同条第二項各号に定

める事項を内容とする情報又は委任による代理人の権限を証する情報に第四十二条の電子署名を

行い、当該請求人の第四十三条第一項各号に掲げる電子証明書を提供したときは、当該電子証明

書の提供をもって、第百九十五条第四項第一号に掲げる情報の提供に代えることができる。 

２ 令第十二条第二項及び第十四条の規定は、第百九十五条の二第二項前段の規定により提供す

る第百九十五条第四項各号に掲げる情報について準用する。 

３ 第四十二条の規定は前項において準用する令第十二条第二項の電子署名について、第四十三

条第二項の規定は前項において準用する令第十四条の法務省令で定める電子証明書について、そ

れぞれ準用する。 

（所有不動産記録証明書の作成及び交付） 

第百九十九条 法第百十九条の二第一項の登記記録に記録されている事項のうち法務省令で定め

るものは、不動産所在事項及び不動産番号とする。 

２ 登記官は、所有不動産記録証明書を作成するときは、請求に係る所有不動産記録証明書であ

る旨の認証文を付した上で、作成の年月日及び職氏名を記載し、職印を押印しなければならない。 

３ 前項の規定により作成する所有不動産記録証明書は、次の各号の区分に応じ、当該各号に定

める様式によるものとする。 

一 請求に係る記録があるとき 別記第十二号の二様式 

二 請求に係る記録がないとき 別記第十二号の三様式 

４ 所有不動産記録証明書は、不動産の登記記録を検索するために必要な事項として提供された

所有権の登記名義人の氏名又は名称及び住所ごとに作成するものとする。 
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５ 第百九十七条第六項の規定は所有不動産記録証明書の交付について、第百九十七条の二の規

定は第百九十五条の二第二項前段の規定により所有不動産記録証明書の交付を請求した者が当該

所有不動産記録証明書を登記所で受領するときについて、それぞれ準用する。 

 

参照通達 令和８・２・２民二 81 号通達 
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４ 登記簿の附属書類又は筆界特定の調書・資料の閲覧におけるウェブ会議方式の導入 

 

不動産登記規則 

（閲覧の方法） 

第二百二条 地図等又は登記簿の附属書類の閲覧は、登記官（その指定する職員を含む。第三項

において同じ。）の面前でさせるものとする。 

２ 法第百二十条第二項及び第百二十一条第二項の法務省令で定める方法は、電磁的記録に記録

された情報の内容を書面に出力して表示する方法とする。 

３ 登記官は、法第百二十一条第三項又は第四項の規定による登記簿の附属書類の閲覧をさせる

場合において、請求人から別段の申出があり、かつ、当該申出を相当と認めるときは、第一項の

規定にかかわらず、電子計算機を使用して登記官及び請求人が映像と音声の送受信により相手の

状態を相互に認識しながら通話することができる方法によって閲覧をさせることができる。 

（調書等の閲覧の方法） 

第二百二十八条 法第百四十一条第一項の規定による調書又は資料の閲覧は、筆界特定登記官（そ

の指定する職員を含む。第三項において同じ。）の面前でさせるものとする。 

２ 法第百四十一条第一項の法務省令で定める方法は、電磁的記録に記録された情報の内容を書

面に出力して表示する方法その他の筆界特定登記官が適当と認める方法とする。 

３ 筆界特定登記官は、法第百四十一条第一項の規定による調書又は資料の閲覧をさせる場合に

おいて、請求人から別段の申出があり、かつ、当該申出を相当と認めるときは、第一項の規定に

かかわらず、電子計算機を使用して筆界特定登記官及び請求人が映像と音声の送受信により相手

の状態を相互に認識しながら通話することができる方法によって閲覧をさせることができる。 
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５ 死亡者等の符号の表示 

 

不動産登記法 

（所有権の登記名義人についての符号の表示） 

第七十六条の四 登記官は、所有権の登記名義人（法務省令で定めるものに限る。）が権利能力を

有しないこととなったと認めるべき場合として法務省令で定める場合には、法務省令で定めると

ころにより、職権で、当該所有権の登記名義人についてその旨を示す符号を表示することができ

る。 

 

不動産登記規則 

第二款の六 所有権の登記名義人についての符号の表示 

（符号の表示） 

第百五十八条の四十二 法第七十六条の四の法務省令で定めるものは、自然人とする。 

２ 法第七十六条の四の法務省令で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

一 関係行政機関の長その他の者から提供を受けた情報により、所有権の登記名義人が死亡し、

又は失踪の宣告を受けたことを確認した場合 

二 次条の規定による通知があった場合 

３ 登記官は、法第七十六条の四の規定による符号の表示をするときは、付記登記によって、登

記の目的、所有権の登記名義人の氏名及びその者が権利能力を有しないこととなった旨を示す記

号並びに登記の年月日を記録しなければならない。 

（通知） 

第百五十八条の四十三 所有権の登記名義人（検索用情報管理ファイルに記録されている者であ

って、国内に住所を有するものに限る。以下この条において同じ。）について最後に第百五十八条

の三十九第五項又は第百五十八条の四十第十七項の規定による記録をした登記官は、関係行政機

関の長その他の者から提供を受けた情報により、当該所有権の登記名義人が死亡し、又は失踪の

宣告を受けたことを確認した場合には、当該所有権の登記名義人に係る検索用情報管理ファイル

に記録された不動産の所在地を管轄する登記所に、その旨を通知することができる。 

 

参照通達 令和８・３・27 民二 525 号通達第２部 
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６ 所有権の登記名義人の氏名等の変更の登記の申請義務と検索用情報の申出 

 

不動産登記法 

（所有権の登記名義人の氏名等の変更の登記の申請） 

第七十六条の五 所有権の登記名義人の氏名若しくは名称又は住所について変更があったときは、

当該所有権の登記名義人は、その変更があった日から二年以内に、氏名若しくは名称又は住所に

ついての変更の登記を申請しなければならない。 

（職権による氏名等の変更の登記） 

第七十六条の六 登記官は、所有権の登記名義人の氏名若しくは名称又は住所について変更があ

ったと認めるべき場合として法務省令で定める場合には、法務省令で定めるところにより、職権

で、氏名若しくは名称又は住所についての変更の登記をすることができる。ただし、当該所有権

の登記名義人が自然人であるときは、その申出があるときに限る。 

（過料） 

第百六十四条 省略 

２ 第七十六条の五の規定による申請をすべき義務がある者が正当な理由がないのにその申請を

怠ったときは、五万円以下の過料に処する。 

 

不動産登記規則 

第二款の五 検索用情報 

（検索用情報管理ファイル） 

第百五十八条の三十八 法務大臣は、所有権の登記名義人（自然人である者に限る。以下この款

において同じ。）についての次に掲げる事項を記録する検索用情報管理ファイルを備えるものとす

る。 

一 氏名 

二 氏名の振り仮名（日本の国籍を有しない者にあっては、氏名の表音をローマ字で表示したも

の） 

三 住所 

四 出生の年月日 

五 電子メールアドレス 

六 所有権の登記名義人として記録されている登記記録を特定するために必要な事項 

２ 検索用情報管理ファイルは、所有権の登記名義人ごとに電磁的記録に記録して調製するもの

とする。 

３ 検索用情報管理ファイルに記録された情報の保存期間は、永久とする。 

（検索用情報の申出） 

第百五十八条の三十九 所有権の保存若しくは移転の登記、合体による登記等（法第四十九条第
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一項後段の規定により併せて申請をする所有権の登記があるときに限る。）又は所有権の更正の登

記（その登記によって所有権の登記名義人となる者があるときに限る。）を申請する場合において、

所有権の登記名義人となる者（これらの登記の申請人である場合に限る。）が国内に住所を有する

ときは、これらの登記の申請人は、登記官に対し、当該所有権の登記名義人となる者についての

次に掲げる事項（以下この条及び次条において「検索用情報」という。）を申請情報の内容として

申し出るものとする。 

一 氏名 

二 氏名の振り仮名（日本の国籍を有しない者にあっては、氏名の表音をローマ字で表示したも

の） 

三 住所 

四 出生の年月日 

五 電子メールアドレス 

２ 前項の規定による申出（次項及び第五項において「検索用情報同時申出」という。）をする場

合には、当該所有権の登記名義人となる者の前項第二号及び第四号に掲げる事項を証する市町村

長その他の公務員が職務上作成した情報をその申請情報と併せて登記所に提供しなければならな

い。 

３ 電子申請の申請人が検索用情報同時申出をする場合において、その者が第四十三条第一項第

一号に掲げる電子証明書（登記官が第一項第二号及び第四号に掲げる事項を確認することができ

るものに限る。）を提供したときは、当該電子証明書の提供をもって、前項の市町村長その他の公

務員が職務上作成した情報の提供に代えることができる。 

４ 登記官は、第一項の規定により検索用情報に係る情報が提供されたときは、申出立件事件簿

に立件の年月日及び立件番号を記録するものとする。 

５ 登記官は、検索用情報同時申出があった場合において、当該検索用情報同時申出に係る申請

に基づく登記をしたときは、職権で、申出のあった所有権の登記名義人についての検索用情報及

び登記記録を特定するために必要な事項を検索用情報管理ファイルに記録するものとする。 

第百五十八条の四十 国内に住所を有する所有権の登記名義人は、登記官に対し、当該所有権の

登記名義人についての検索用情報を検索用情報管理ファイルに記録するよう申し出ることができ

る。 

２ 前項の規定による申出（以下この条及び第百五十八の四十六第一項において「検索用情報単

独申出」という。）は、次に掲げる事項を明らかにしてしなければならない。 

一 所有権の登記名義人の検索用情報 

二 代理人によって申出をするときは、当該代理人の氏名又は名称及び住所並びに代理人が法人

であるときはその代表者の氏名 

三 申出の目的 

四 申出に係る不動産の不動産所在事項 
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３ 検索用情報単独申出は、申出に係る不動産の所在地を管轄する登記所の登記官に対してしな

ければならない。ただし、異なる登記所の管轄区域にある二以上の不動産について検索用情報単

独申出をするときは、当該検索用情報単独申出は、当該不動産のうちいずれかの不動産の所在地

を管轄する登記所の登記官に対してすることができる。 

４ 第二項第四号の規定にかかわらず、不動産番号（申出を受ける登記所以外の登記所の管轄区

域内にある不動産について申出をする場合にあっては、不動産番号及び当該申出を受ける登記所

以外の登記所の表示）を同項各号に掲げる事項に係る情報（以下この条及び第百五十八の四十六

第一項において「検索用情報申出情報」という。）の内容としたときは、同項第四号に掲げる事項

を検索用情報申出情報の内容とすることを要しない。 

５ 検索用情報単独申出においては、第二項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を検索用

情報申出情報の内容とするものとする。 

一 申出人又は代理人の電話番号その他の連絡先 

二 第八項に規定する検索用情報申出添付情報の表示 

三 申出の年月日 

四 検索用情報申出情報を提供する登記所の表示 

６ 検索用情報単独申出は、次に掲げる方法のいずれかにより、検索用情報申出情報を登記所に

提供してしなければならない。 

一 電子情報処理組織を使用する方法 

二 検索用情報申出情報を記載した書面（第十四項及び第十六項において「検索用情報申出書」

という。）を提出する方法 

７ 検索用情報申出情報は、所有権の登記名義人ごとに作成して提供しなければならない。 

８ 検索用情報単独申出をする場合には、次に掲げる情報（第十一項及び第十四項において「検

索用情報申出添付情報」という。）をその検索用情報申出情報と併せて登記所に提供しなければな

らない。 

一 申出人となるべき者が申出をしていることを明らかにする市町村長その他の公務員が職務上

作成した情報（当該情報を記載した書面の写しを含む。） 

二 代理人によって申出をするときは、当該代理人の権限を証する情報 

三 第二項第一号に掲げる事項（電子メールアドレスを除く。）を証する市町村長その他の公務員

が職務上作成した情報（公務員が職務上作成した情報がない場合にあっては、これに代わるべき

情報）。ただし、所有権の登記名義人に係るものであることを登記官が確認することができる当該

事項を検索用情報申出情報の内容としたときを除く。 

９ 第三十七条の二の規定は、検索用情報単独申出をする場合について準用する。 

１０ 第百五十八条の八第一項及び第百五十八条の九の規定は、第六項第一号に掲げる方法によ

り検索用情報単独申出をする場合について準用する。この場合において、同条第二項中「受付」

とあるのは「立件」と、同条第三項中「別記第四号の二」とあるのは「別記第四号の三」と、同
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項第一号中「受付番号」とあるのは「立件番号」と読み替えるものとする。 

１１ 令第十二条第二項及び第十四条の規定は、前項に規定する場合において送信する検索用情

報申出添付情報（第八項第三号に掲げる情報に限る。）について準用する。 

１２ 第四十二条の規定は前項において準用する令第十二条第二項の電子署名について、第四十

三条第二項の規定は前項において準用する令第十四条の法務省令で定める電子証明書について、

それぞれ準用する。 

１３ 第六項第一号に掲げる方法により検索用情報単独申出をする申出人が検索用情報申出情報

又は委任による代理人の権限を証する情報に第四十二条の電子署名を行い、当該申出人の第四十

三条第一項第一号に掲げる電子証明書を提供したときは、当該電子証明書の提供をもって、第八

項第一号及び第三号に掲げる情報の提供に代えることができる。ただし、同号に掲げる情報につ

いては、登記官が所有権の登記名義人の検索用情報（電子メールアドレスを除く。）を確認するこ

とができるものを提供したときに限る。 

１４ 第百五十八条の十の規定は第六項第二号に掲げる方法により検索用情報単独申出をする場

合について、第百五十八条の十一の規定は検索用情報単独申出をしようとする者が検索用情報申

出書又は検索用情報申出添付情報を記載した書面（以下この項において「検索用情報申出添付書

面」という。）を送付する場合について、第五十五条の規定は検索用情報申出添付書面を提出した

申出人について、それぞれ準用する。この場合において、同条第四項中「登記完了後、申請書類

つづり込み帳」とあるのは、「検索用情報管理ファイルへの記録完了後、申出立件関係書類つづり

込み帳」と読み替えるものとする。 

１５ 前条第四項の規定は、検索用情報申出情報が提供された場合について準用する。 

１６ 登記官は、第六項第二号に掲げる方法により検索用情報申出情報が提供されたときは、前

項において準用する前条第四項の規定により申出立件事件簿に記録をする際、検索用情報申出書

に立件の年月日及び立件番号を記載しなければならない。 

１７ 登記官は、検索用情報単独申出があったときは、職権で、申出のあった所有権の登記名義

人についての検索用情報及び登記記録を特定するために必要な事項を検索用情報管理ファイルに

記録するものとする。 

（検索用情報管理ファイルに記録された事項の変更等） 

第百五十八条の四十一 登記官は、検索用情報管理ファイルに記録された第百五十八条の三十八

第一項各号に掲げる事項に変更又は錯誤若しくは遺漏があると認めるときは、職権で、検索用情

報管理ファイルに変更後又は更正後の当該事項を記録するものとする。 

２ 検索用情報管理ファイルに第百五十八条の三十八第一項第五号に掲げる事項が記録されてい

る所有権の登記名義人は、法務大臣の定めるところにより検索用情報管理ファイルに記録された

当該事項の変更又は削除をすることができる。 

（中略） 

第二款の七 職権による氏名等の変更の登記 
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（職権による氏名等の変更の登記） 

第百五十八条の四十四 法第七十六条の六本文の法務省令で定める場合は、次に掲げる場合とす

る。 

一 次条第六項（第百五十八条の四十六第二項において準用する場合を含む。）の規定による通知

があった場合 

二 会社法人等番号が登記された所有権の登記名義人の法人の登記簿に記録された情報の提供を

受けてその名称又は住所について変更があったことを確認した場合 

２ 登記官は、法第七十六条の六本文の規定による登記をするときは、登記の目的、登記原因及

びその日付並びに登記の年月日を記録しなければならない。 

３ 登記官は、法第七十六条の六本文の規定により所有権の登記名義人（検索用情報管理ファイ

ルに記録されている者であって、国内に住所を有するものに限る。以下この款において同じ。）の

氏名についての変更の登記をする場合において、第一項第一号の通知により当該所有権の登記名

義人のローマ字氏名を確認したときは、職権で、当該ローマ字氏名を登記記録に記録するものと

する。 

４ 登記官は、法第七十六条の六本文の規定により所有権の登記名義人の氏名についての変更の

登記をする場合において、第一項第一号の通知により当該所有権の登記名義人がその一の旧氏を

登記記録に記録するよう申し出たことを確認したときは、職権で、当該旧氏を登記記録に記録す

るものとする。 

（法第七十六条の六ただし書の申出） 

第百五十八条の四十五 所有権の登記名義人について最後に第百五十八条の三十九第五項又は第

百五十八条の四十第十七項の規定による記録をした登記官は、住民基本台帳法第三十条の九の規

定により提供を受けた当該所有権の登記名義人についての機構保存本人確認情報により、その氏

名又は住所について変更があったことを確認した場合には、当該所有権の登記名義人に対し、そ

の旨及び当該所有権の登記名義人が法第七十六条の六ただし書の申出をすることができる旨を通

知することができる。 

２ 前項の規定による通知は、電子メールの送信によってするものとする。ただし、検索用情報

管理ファイルに電子メールアドレスが記録されていないことその他の事由により電子メールの送

信による通知をすることができない所有権の登記名義人に対しては、書面を送付してするものと

する。 

３ 第一項の規定による通知を受けた所有権の登記名義人は、当該通知の発送の日から一月以内

に、同項に規定する登記官に対し、法第七十六条の六ただし書の申出をすることができる。 

４ 前項の申出は、次に掲げる事項（次項において「申出情報」という。）を明らかにしてしなけ

ればならない。 

一 法第七十六条の六ただし書の申出をする旨 

二 申出に係る不動産の不動産所在事項又は不動産番号 
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三 申出人（氏名について変更があったことが確認された者に限る。次号において同じ。）が日本

の国籍を有しない者であるときは、その変更後の氏名 

四 申出人がその一の旧氏（第二号の不動産の登記記録に旧氏が記録されている場合にあっては、

当該登記記録に記録されている旧氏又は当該旧氏より後に称していた旧氏に限る。）を登記記録に

記録するよう申し出るときは、その旨 

五 申出人の電話番号その他の連絡先 

５ 第三項の申出は、次に掲げる方法のいずれかにより、申出情報を登記所に提供してしなけれ

ばならない。 

一 法務大臣が定めるところにより電子情報処理組織を使用して申出情報を送信する方法 

二 申出情報を記載した書面を提出する方法 

６ 第一項に規定する登記官は、同項に規定する場合において、第三項の申出を受けたときは、

当該申出に係る不動産の所在地を管轄する登記所に、その旨及び当該所有権の登記名義人の氏名

又は住所の変更についての登記をする場合に記録すべき事項（ローマ字氏名及び旧氏に関する事

項を含む。）を通知することができる。 

第百五十八条の四十六 所有権の登記名義人は、氏名又は住所について変更があったときは、法

務大臣の定めるところにより、検索用情報単独申出と同時に、当該変更についての法第七十六条

の六ただし書の申出をすることができる。この場合には、前条第四項第一号、第三号及び第四号

に掲げる事項をも検索用情報申出情報の内容としなければならない。 

２ 前条第六項の規定は、前項の申出を受けた登記官が、住民基本台帳法第三十条の九の規定に

より提供を受けた所有権の登記名義人についての機構保存本人確認情報により、その氏名又は住

所について変更があったことを確認した場合について準用する。 

 

参照通達 令和７・３・３民二 373 号通達，令和８・３・27 民二 525 号通達第３部 

 


